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小児のワクチン接種は３月から実施され
ますが、厚生労働省は接種券を２月中に

送付することとしており、非常に短期間での準
備を強いられています。さらに、３回目接種の
促進を急ぐ中、小児用と大人用のワクチンが混
在する状況で小児の新たな対象者に２回接種を
行うことで、大変大きな混乱が生じる可能性も
ありますが、小児のワクチン接種について、ど
のように実施しますか。

５歳～11歳の小児へのワクチン接種につ
いては、予防接種法第８条で予防接種の

勧奨の実施が求められていることから、本市で
は、全ての対象者へ接種券を送付する準備を進
めています。接種券に同封する案内文は、接種
について親子で検討できるよう、小児および保

に「ひと」「ゆき」「みどり」の３点を盛り込む方
向で議論がなされていますが、この３点を都市
像に盛り込むことは、今後のまちづくりをどの
ように方向付けることになりますか。

護者に向けて平易な文章で記載します。接種場所
は、小児科を中心とした市内の医療機関で行うよ
う準備中であり、現時点では約120の医療機関で
接種が可能となる見通しです。医療機関に対して
は、小児用ワクチンの管理の徹底や、小児および
保護者への丁寧な説明を要請するなど、接種開始
に向けて万全の体制を構築していきます。

目指すのであれば、本市と町内会との役割分担
を改めて整理し、地域の納得感を得た上で進め
るとともに、関係部局の協力の下、庁内横断的
に継続して検討を進める仕組みをつくっていく
必要があると考えますが、いかがですか。

民主市民連合

水上　美華  議員

小児のワクチン接種

みず かみ み か

Q

A

今回の調査結果では、ヤングケアラーが家
庭内の問題であることから表面化しにくく、

一人で悩みを抱え込んでいる実態がうかがえるな
ど、ヤングケアラーに対する、周囲の大人や子ど
も自身を含めた社会的認知度の向上が重要である
ことを改めて認識しました。令和４年度は、ヤン
グケアラーを早期に発見し、支援につなげるため、
民間も含めた福祉・医療・教育などの関係者に対
する研修を実施するほか、ヤングケアラー同士が
遠慮なく集い、思いなどを語り合うピアサポート
による相談支援を行います。また、次期のまちづ
くり戦略ビジョンにおいても、ヤングケアラーを
支援や配慮が必要な対象として位置付けた上で、
継続的な支援の取り組みを進めていきます。

ヤングケアラーへの支援

Q

A

（注２）特措法
新型インフルエンザ等対策特別措置法

（注３）終活
人生の最期を迎えるに当たって、必要なさまざまな準備をすること。

本来大人が担うと想定されている家事や
家族の世話などを日常的に行っている子

どもである「ヤングケアラー」について、本市
が行った実態調査の結果が２月10日に公表され
ました。今後は、実態調査の結果を分析し、子
どもの権利保障のため、実態に即した支援に継
続して取り組むべきだと考えますが、どのよう
に取り組みを進めていきますか。

高齢者を取り巻く多様な課題への対応

Q 世帯状況の変化や家族関係の変化により、
高齢者が抱える課題やニーズも多様化し、

これまでの行政の取り組みでは新たな課題を把
握し切れなくなることも想定されます。こうし
た中、高齢者が安心して地域で暮らすために、
人生の終焉に係る支援など、これまで行政が踏
み込んでこなかった課題に向き合うことが必要
だと考えます。終活（注3）をはじめとする高齢者
を取り巻く多様な課題への対応について、どの
ように考えていますか。

来年度からの新たな危機管理体制では、
危機管理対策室長を危機管理監と改め、

災害など有事の際には組織横断的に危機管理を
統括する権限を持たせるとしているものの、担
当職員の増員はありません。危機管理体制の強
化に当たっては、担当職員を増員するべきだと
考えますが、危機管理体制のあるべき姿をどの
ように考えていますか。また、新型コロナウイ
ルス感染症対応には、新たな危機管理体制は適
用しないとのことですが、新たな体制の想定す
る「危機」には該当しないのですか。

災害時には、対策本部を設置し、各局が
あらかじめ定めた役割分担に基づき対応

するということを基本的な考え方としています。
新たな体制では、災害時において、各局区への指
揮監督権限を有する危機管理監が、市長の指示の
下、全庁を統括することで、より迅速な対応が可
能になるほか、平常時から兼務職員を配置するこ
とで、関係部局間の連携がさらに強化されるもの
と考えています。また、新型コロナウイルス感染
症については、緊急的な対応が必要な危機である
と認識しています。感染症対策本部の下、災害時
と同様に各局が役割を分担し、特措法（注２）に基
づく対策を推進しており、今後も全庁一丸となっ
て取り組んでいきます。

６人の議員が、市政について
市長に質問しました。

市政を問う！
～代表質問から～

自由民主党

小竹　ともこ  議員

新たな危機管理体制

こ たけ

Q

A

札幌らしさの象徴である「ひと」「ゆき」「み
どり」に言及する都市像を掲げ、まちづく

りを進めていくことは、次なる100年の礎を築く
ものと認識しています。具体的には、人口減少社
会と人生100年時代の到来を見据えた取り組みが
必要であり、また、世界的な課題である気候変動
対策を踏まえ、自然と共生することはもとより、
これらを活用する取り組みなども重要です。こうし
たさまざまな取り組みを通じて、新しい時代の真に
豊かな暮らしを創るとともに、経済やスポーツ、環
境などの分野において新たな価値を生み出す、持続
可能で世界をリードする都市を目指します。

A 条例素案と支援策案の検討においては、
全ての単位町内会や連合町内会との意見

交換を全区で延べ105回開催し、多くの意見を
いただきました。今後の意見交換などでの意見
も踏まえ、必要に応じて町内会の負担感の軽減
や、役割分担の納得感を得られるような事業の
進め方を検討していきます。また、庁内横断的
な推進体制の整備について条文に盛り込むこと
も想定しており、引き続き、さまざまな意見を
踏まえながら検討を進めます。

A

次期の札幌市まちづくり戦略ビジョンを
検討する審議会では、その目指す都市像

次期の戦略ビジョンにおける都市像

Q 現在検討を進めている町内会に関する条
例と支援策を通じて町内会の負担軽減を

（仮称）札幌市町内会に関する条例

Q

Q 新型コロナウイルスの感染拡大による日
常生活の変化や合計特殊出生率の低下、

児童虐待認定件数の増加や格差社会の広がり
による子どもの貧困問題など、子どもや子育
て世帯を取り巻く環境は大きく変化し続けて
います。子どもを生み育てやすいまちの実現
に向け、今後、さっぽろ子ども未来プランの
取り組みをどのように進めていきますか。

さっぽろ子ども未来プランの
取り組みの推進

新型コロナウイルスの感染拡大により、子
育てに困難を感じる保護者は増加していま

す。また、近年は、ヤングケアラーへの支援の必要
性など、プラン策定当初には想定していなかった子
ども・若者に関する課題が顕在化しています。こう
した状況の変化を受け、地域の子ども食堂などでの
子ども見守り強化をはじめ、ヤングケアラーや困難
を抱える若年女性への支援など、プランを補強する
取り組みを進めています。今後も、プランの取り組
みを着実に実施するとともに、社会全体で子ども・
子育てを支える取り組みを進めます。

A

しゅう えん
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2022年度予算は、パンデミックや災害に
も備えられる強い経済と安定した雇用を

つくり、市民の所得拡大により経済成長を確実
にしていくためのものであるべきだと考えます。
新型コロナウイルス感染症が収束しない中、市
民や事業者の困窮、子どもの貧困が悪化してい
ることは容易に想像できます。大型再開発事業
など市民合意の得られていない事業は見直し、
新型コロナウイルス感染症から市民や事業者の
暮らしを守るための予算を増額すべきだと思い
ますが、いかがですか。

います。これらを踏まえ、新たに、人間尊重の
教育を「札幌市学校教育の重点」の基盤に位置
付け、学校・家庭・地域が一体となって、「自
分が大切にされている」と実感できる学校づく
りを推進していきます。

日本共産党

田中　啓介  議員

市民や事業者の暮らしを守る予算編成

た なか けい すけ

Q

今冬は、例年にない大雪で道路交通にも
大きな影響が及んだことから、事態の早

期改善に向け、幹線道路を優先した除排雪を進め
ているほか、他機関などからダンプトラックや雪
堆積場などの支援をいただきながら、緊急的な対
応に努めてきました。このような大雪への対応に
対する検証について、本市としても重要だと認識
していたところ、北海道から国やＪＲ北海道など
の関係機関が連携し共同で検証することを提案い
ただきました。検証を通じてさまざまな課題が見
いだされると考えており、今後、それらを着実に
解決していくことで、大雪時の対応力を強化して
いきます。

今後の大雪への対応

Q

A

今冬は、例年にない大雪により、市内全
域でバスの運休が相次ぎ、一部の地域で

はごみ収集が大幅に遅れ、正常化するまで10日
ほど要するなど、市民生活に大きな影響を及ぼ
しました。今冬のような例年にない大雪への対
応については、検証を行い、今後の対応に生か
すべきだと考えますが、いかがですか。

無電柱化は、「防災」や「安全で円滑な
交通確保」などの観点から、さらに推進

していくべき事業だと認識しています。整備に当
たっては、コスト縮減や作業効率化の観点から、
電線などを敷設するための管路の材料をより安価
なものとすることや、管路の埋設位置を浅くする
などの新たな整備手法を令和５年度から導入しま
す。今後も、関係機関などと緊密な連携を図りな
がら、計画的に無電柱化を推進していきます。

無電柱化の推進

Q

A

道路上には、市民生活に欠かせない数多
くの電柱や電線がありますが、災害によ

り電柱が倒れるなどの被害を想定した場合、緊
急車両などの通行に支障を来す恐れがあります。
近年、激甚化する風水害や大規模地震などに十
分に備えるには、災害時の救急・消火活動、緊
急物資の輸送において重要な役割を担う緊急輸
送道路の無電柱化をより一層推進し、安全で安
心な通行空間を確保するよう努めていくべきだ
と考えます。今後、どのように無電柱化を進め
ていきますか。

感染症の流行が長期化する中においても、
知・徳・体をバランスよく育むために、

学校では、日々の子どもの変化や成長をきめ細
かに見取り、子ども自身が自分の良さや可能性
に気付いたり、他者を尊重したりすることがで
きるよう関わっていくことが重要だと認識して

人間尊重の教育の推進

Q

A

各学校においては、対面とオンラインでの
授業などを組み合わせ、人とつながりなが

ら学ぶ取り組みを進めていることは承知していま
すが、コロナ禍が長期化するのであれば、子ども
が人とのつながりの大切さをますます実感しにく
くなることは容易に想像できます。人間尊重の教
育の重要性がこれまで以上に高まっていると考え
ますが、今後、どのように進めていきますか。

近年、ライフスタイルの変化に伴う少子
高齢化、核家族化の進展、未婚・晩婚な

どによる単身世帯の増加などにより、地域のつ
ながりの希薄化が懸念されています。こうした
中、高齢者人口が増加傾向にある本市では、さ
らなる孤独・孤立対策が必要だと考えます。コ
ロナ禍や政府の動きなどを踏まえ、孤独・孤立
対策の取り組みをどのように進めますか。

国の「孤独・孤立対策の重点計画」では、
孤独・孤立は「人生のあらゆる場面にお

いて誰にでも起こり得るもの」という視点で捉
えられており、少子高齢化を始めとした社会状
況の変化のみならず、当事者の経済状況や地域
社会とのつながりなど、幅広い視点でのアプロ
ーチが必要だと認識しています。国の施策や先
行事例などの情報収集を図るとともに、庁内の
みならず、地域の事業者や関係団体とも連携を
深めながら、当事者や家族などの立場に立って
必要な対策を検討していきます。

公明党

小口　智久  議員

誰一人取り残さない孤独・孤立対策

こ ぐち とも ひさ

Q

A

本市が毎年実施している文化芸術意識調
査によると、令和２年度は、前年度と比

較して市民が文化芸術に触れた割合が減少して
おり、コロナ禍による公演の中止などがその要
因の一つと考えられるところです。そこで、低
料金で気軽に楽しめるコンサートの開催や、芸
術の森美術館の企画展の観覧料補助などを実施
することにより、市民が多彩な文化芸術に直接
触れる機会を広く提供していきます。

市民の鑑賞機会の確保

Q

A

高齢者の孤立死への不安や終活への関心
は高いものだと認識しており、民生委員

や福祉のまち推進センターなどと連携し、見守
り活動や各種研修の開催など市民の安心につな
がる取り組みを実施しています。また、終活に
ついては、社会福祉協議会によるセミナーの開
催や民間事業者などによるさまざまなサービス
や情報の提供がなされています。今後は、高齢
者を取り巻く多様な課題に対する声がさらに多
く寄せられることが見込まれるため、それらの
声の内容に注視しつつ、本市としてどう取り組
むべきか検討していきます。

A

新型コロナウイルスの感染拡大により、
演劇やコンサートなどが延期・中止とな

り、さらに、外出自粛のため、市民が文化芸術
に触れる機会が減少しています。オンライン企
画も行われていますが、直接芸術に触れる感動
や醍醐味、臨場感に勝るものはありません。市
民の文化芸術の鑑賞機会をどのように確保して
いきますか。

だい ご み

「医療・福祉」の経済効果

Q

2022度予算は、コロナ禍の影響から市
民を守るための感染症対策に加え、中小

事業者の事業継続や雇用の下支えなど社会経済
活動の回復に資する事業に重点的に資源を配分
するとともに、子どもを生み育てやすい環境づ
くりを進めるための保育所等整備などを盛り込
んでいます。都心の再開発など魅力あるまちづ
くりは、将来を見据えた投資であり、観光客の
誘致だけではなく、中小企業の事業継続や、雇
用の場の確保、さらには市内産業の活性化にも
つながるものだと認識しています。こうした将
来を見据えた投資は、固定資産税などの歳入増
にもつながり、そのことは多くの市民の暮らし
の充実につながるものであり、持続可能なまち
づくりに資するものと考えています。

A

本市の2016年「経済センサス活動調査」
の結果を見ると、「医療・福祉」分野は、

従業者数の多さと付加価値額の高さにおいて、
市内経済の中でも重要な位置を占めています。
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2022年度予算は、パンデミックや災害に
も備えられる強い経済と安定した雇用を

つくり、市民の所得拡大により経済成長を確実
にしていくためのものであるべきだと考えます。
新型コロナウイルス感染症が収束しない中、市
民や事業者の困窮、子どもの貧困が悪化してい
ることは容易に想像できます。大型再開発事業
など市民合意の得られていない事業は見直し、
新型コロナウイルス感染症から市民や事業者の
暮らしを守るための予算を増額すべきだと思い
ますが、いかがですか。

います。これらを踏まえ、新たに、人間尊重の
教育を「札幌市学校教育の重点」の基盤に位置
付け、学校・家庭・地域が一体となって、「自
分が大切にされている」と実感できる学校づく
りを推進していきます。

日本共産党

田中　啓介  議員

市民や事業者の暮らしを守る予算編成

た なか けい すけ

Q

今冬は、例年にない大雪で道路交通にも
大きな影響が及んだことから、事態の早

期改善に向け、幹線道路を優先した除排雪を進め
ているほか、他機関などからダンプトラックや雪
堆積場などの支援をいただきながら、緊急的な対
応に努めてきました。このような大雪への対応に
対する検証について、本市としても重要だと認識
していたところ、北海道から国やＪＲ北海道など
の関係機関が連携し共同で検証することを提案い
ただきました。検証を通じてさまざまな課題が見
いだされると考えており、今後、それらを着実に
解決していくことで、大雪時の対応力を強化して
いきます。

今後の大雪への対応

Q

A

今冬は、例年にない大雪により、市内全
域でバスの運休が相次ぎ、一部の地域で

はごみ収集が大幅に遅れ、正常化するまで10日
ほど要するなど、市民生活に大きな影響を及ぼ
しました。今冬のような例年にない大雪への対
応については、検証を行い、今後の対応に生か
すべきだと考えますが、いかがですか。

無電柱化は、「防災」や「安全で円滑な
交通確保」などの観点から、さらに推進

していくべき事業だと認識しています。整備に当
たっては、コスト縮減や作業効率化の観点から、
電線などを敷設するための管路の材料をより安価
なものとすることや、管路の埋設位置を浅くする
などの新たな整備手法を令和５年度から導入しま
す。今後も、関係機関などと緊密な連携を図りな
がら、計画的に無電柱化を推進していきます。

無電柱化の推進

Q

A

道路上には、市民生活に欠かせない数多
くの電柱や電線がありますが、災害によ

り電柱が倒れるなどの被害を想定した場合、緊
急車両などの通行に支障を来す恐れがあります。
近年、激甚化する風水害や大規模地震などに十
分に備えるには、災害時の救急・消火活動、緊
急物資の輸送において重要な役割を担う緊急輸
送道路の無電柱化をより一層推進し、安全で安
心な通行空間を確保するよう努めていくべきだ
と考えます。今後、どのように無電柱化を進め
ていきますか。

感染症の流行が長期化する中においても、
知・徳・体をバランスよく育むために、

学校では、日々の子どもの変化や成長をきめ細
かに見取り、子ども自身が自分の良さや可能性
に気付いたり、他者を尊重したりすることがで
きるよう関わっていくことが重要だと認識して

人間尊重の教育の推進

Q

A

各学校においては、対面とオンラインでの
授業などを組み合わせ、人とつながりなが

ら学ぶ取り組みを進めていることは承知していま
すが、コロナ禍が長期化するのであれば、子ども
が人とのつながりの大切さをますます実感しにく
くなることは容易に想像できます。人間尊重の教
育の重要性がこれまで以上に高まっていると考え
ますが、今後、どのように進めていきますか。

近年、ライフスタイルの変化に伴う少子
高齢化、核家族化の進展、未婚・晩婚な

どによる単身世帯の増加などにより、地域のつ
ながりの希薄化が懸念されています。こうした
中、高齢者人口が増加傾向にある本市では、さ
らなる孤独・孤立対策が必要だと考えます。コ
ロナ禍や政府の動きなどを踏まえ、孤独・孤立
対策の取り組みをどのように進めますか。

国の「孤独・孤立対策の重点計画」では、
孤独・孤立は「人生のあらゆる場面にお

いて誰にでも起こり得るもの」という視点で捉
えられており、少子高齢化を始めとした社会状
況の変化のみならず、当事者の経済状況や地域
社会とのつながりなど、幅広い視点でのアプロ
ーチが必要だと認識しています。国の施策や先
行事例などの情報収集を図るとともに、庁内の
みならず、地域の事業者や関係団体とも連携を
深めながら、当事者や家族などの立場に立って
必要な対策を検討していきます。

公明党

小口　智久  議員

誰一人取り残さない孤独・孤立対策

こ ぐち とも ひさ

Q

A

本市が毎年実施している文化芸術意識調
査によると、令和２年度は、前年度と比

較して市民が文化芸術に触れた割合が減少して
おり、コロナ禍による公演の中止などがその要
因の一つと考えられるところです。そこで、低
料金で気軽に楽しめるコンサートの開催や、芸
術の森美術館の企画展の観覧料補助などを実施
することにより、市民が多彩な文化芸術に直接
触れる機会を広く提供していきます。

市民の鑑賞機会の確保

Q

A

高齢者の孤立死への不安や終活への関心
は高いものだと認識しており、民生委員

や福祉のまち推進センターなどと連携し、見守
り活動や各種研修の開催など市民の安心につな
がる取り組みを実施しています。また、終活に
ついては、社会福祉協議会によるセミナーの開
催や民間事業者などによるさまざまなサービス
や情報の提供がなされています。今後は、高齢
者を取り巻く多様な課題に対する声がさらに多
く寄せられることが見込まれるため、それらの
声の内容に注視しつつ、本市としてどう取り組
むべきか検討していきます。

A

新型コロナウイルスの感染拡大により、
演劇やコンサートなどが延期・中止とな

り、さらに、外出自粛のため、市民が文化芸術
に触れる機会が減少しています。オンライン企
画も行われていますが、直接芸術に触れる感動
や醍醐味、臨場感に勝るものはありません。市
民の文化芸術の鑑賞機会をどのように確保して
いきますか。

だい ご み

「医療・福祉」の経済効果

Q

2022度予算は、コロナ禍の影響から市
民を守るための感染症対策に加え、中小

事業者の事業継続や雇用の下支えなど社会経済
活動の回復に資する事業に重点的に資源を配分
するとともに、子どもを生み育てやすい環境づ
くりを進めるための保育所等整備などを盛り込
んでいます。都心の再開発など魅力あるまちづ
くりは、将来を見据えた投資であり、観光客の
誘致だけではなく、中小企業の事業継続や、雇
用の場の確保、さらには市内産業の活性化にも
つながるものだと認識しています。こうした将
来を見据えた投資は、固定資産税などの歳入増
にもつながり、そのことは多くの市民の暮らし
の充実につながるものであり、持続可能なまち
づくりに資するものと考えています。

A

本市の2016年「経済センサス活動調査」
の結果を見ると、「医療・福祉」分野は、

従業者数の多さと付加価値額の高さにおいて、
市内経済の中でも重要な位置を占めています。
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本市は、近隣11市町村と「さっぽろ連携
中枢都市圏」を形成し、行政区域の垣根

を越えて、さまざまな分野で連携しながら取り
組みを進めています。超高齢社会の進展に伴い、
今後火葬件数の増加が予想されることを踏まえ、
火葬場についても、近隣自治体において持続可
能な行政サービスが提供できるよう、中心都市

現在、航空会社へのヒアリングのほか、国や道
などの関係機関と協議しながら検討を進めてお
り、令和４年度中には、将来像の案を公表し、
地域住民をはじめ市民との意見交換を行いなが
ら、策定に向けて取り組んでいきます。

として圏域内の近隣自治体と連携していく必要
があると考えますが、いかがですか。

意見があるにもかかわらず、最も費用がかかる
地下構造で建設されることとなりました。新型
コロナウイルス感染症対策のためにさまざまな
財政支出を余儀なくされる中で、都心アクセス
道路の建設に対して240億円も支出することに
市民理解が得られるでしょうか。この不要・不
急の都心アクセス道路について、建設の中止を
求めますが、いかがですか。

市民の健康と命を守るケアに手厚い社会をつく
る「医療・福祉」分野は、経済効果が大きく、
市内経済の活性化に資すると考えますが、生産、
雇用における波及効果を他の産業と比較してど
のように分析し、評価していますか。

民主市民連合

恩村　健太郎  議員

火葬場の広域連携

おん むら けん ろうた

Q

コロナ禍における学びの保障

Q オミクロン株の拡大により、新型コロナ
ウイルス感染の第６波が到来し、現在、

多くの学校で学級閉鎖などの対応がとられてい
ます。感染症が拡大している際には、オンライ
ンでの学習を積極的に進め、子どもが登校しな
くても、学校と同様の学びを行うことが可能で
はないかと考えます。コロナ禍が続く中、どの
ような考えの下、今後の学びの保障に取り組ん
でいきますか。

医療・福祉分野については、サービスの
提供で生じる原材料への需要に対する影

響は小さいものの、雇用者所得の増加による影
響が大きいことから、他産業と同程度の経済波
及効果があるものと分析しています。今後、当
分野はさらなる高齢化などに伴い、産業規模が
拡大していくものと認識しています。

A
都心アクセス道路は、速達性・定時性の
向上により、観光振興のほか、物流や防

災機能、広域医療体制の強化に寄与するなど、こ
のような冬季においても機能を発揮する構造であ
り、社会経済活動の活性化を図る上で必要な道路
だと認識しています。令和３年３月には国の第三
者委員会の審議を経て新規事業化されたところで
あり、引き続き、北海道開発局と連携し、事業の
進捗に応じて地域の方に情報提供しながら、早期
完成に向けて取り組んでいきます。

しん ちょく

A

子ども医療費助成のさらなる拡充は、重
要な課題だと認識しています。将来にわ

たり多額の財源を要するため、事業の持続可能
性や子ども・子育て施策全体の中での位置付け
などを踏まえながら検討していきます。

子ども医療費の無償化対象の拡大

Q

A

子どもの命と健康を守るとともに経済的
な負担を軽減するため、本市でも令和３

年度から、子ども医療費の無償化対象が小学６
年生まで拡大されました。しかし、発熱外来で
は、ＰＣＲ検査は無料でも、受診料や薬代はか
かります。オミクロン株では、本市の新型コロ
ナウイルス新規感染者数の３割以上を10代以下
が占めていることからも、子ども医療費無償化
の対象年齢を早急に引き上げるべきだと考えま
すが、いかがですか。

都心アクセス道路の建設

Q 都心アクセス道路については、都市計画
審議会において「コロナ禍においてこの

計画を進めることに市民の合意が得られるか疑
問」「もっと慎重に進めていくべきだ。」との

丘珠空港は、ビジネスや観光のほか、防
災や医療において重要な役割を担ってい

る空港であり、その高いポテンシャルを生かす
ため、滑走路延伸を含む機能強化が将来の札幌
市・北海道の発展に大きく寄与するものと考え
ます。空港の機能強化を早期に実現するために
は、早急に丘珠空港の将来像を策定するべきだ
と考えますが、いかがですか。

自由民主党

小田　昌博  議員

丘珠空港の将来像

お だ まさ ひろ

Q

これまで、市民１万人アンケートやオー
プンハウス型市民説明会などを通じて、

市民から意見を伺ってきたほか、市民や有識
者で構成される札幌丘珠空港利活用検討委員
会からは、空港機能の充実や滑走路延長など
による利活用策について提言をいただいてい
るところです。丘珠空港は、札幌市・北海道
のビジネスや観光のほか、医療や防災など幅
広い役割を担っており、これまでの利活用の
推進を求める声も踏まえ、その役割をより一
層果たしていく必要があると認識しています。

A

子どもにとって、学校は、子ども同士や
教職員との触れ合いはもとより、保護者、

地域の人々の支えも得ながら、人間的に成長し
ていくために貴重な環境だと認識しています。
このことから、感染症対策を徹底した上で、可
能な限り対面授業を行うとともに、１人１台端
末を活用した子ども同士の学び合いなどを取り
入れてきました。学級閉鎖の際には、ほぼ全て
の学校で、オンラインにより、発達の段階に応
じた双方向による学習支援を実施してきたとこ
ろです。オンラインの環境整備にも努めながら、
引き続き、感染状況や子ども一人一人の状況に
柔軟に対応しつつ、知・徳・体のバランスのと
れた学びを保障していきます。

A
清田区のまちづくり

Q 清田区では、拠点機能向上に向けた取り
組みが進められてはいるものの、残念な

がら分区から25年を迎えようとしている現在
においても街の中心核の形成は道半ばとなって
います。区内主要施設間のアクセス性を向上さ
せる施策や、にぎわい創出事業の強化や交流人
口増加に向けた施策を展開すべきだと考えます
が、清田区のまちづくりについて、どのように
進めていくつもりですか。

地域交流拠点清田に、清田区民の生活を
支える民間や公共の多様な都市機能を集

積させていくことが重要だと考えています。
そのため、まずは恒常的なにぎわいや交流が
生まれる活動を一層充実させることが必要で
あると考え、区民の意見を聞きながら市民交
流広場の機能拡充や活動プログラムの検討を
進めています。また、にぎわいの創出と機能
集積に向けては、「地域交流拠点開発誘導事
業」のエリア拡大を図るとともに、拠点の中
心から離れている区民センターの区役所周辺
への早期移転の可能性についても検討してい
きます。加えて、区内主要施設間のアクセス
性向上についても、今後平岡地区の民間事業
者の協力の下、清田と平岡の間の移動手段を
充実させることとしており、さらなるアクセ
ス性向上について、どのような手法があるの
か検討します。

A

さっぽろ連携中枢都市圏として、構成す
る自治体間の連携を進めることが重要で

あると認識しています。今後策定する「札幌市
火葬場・墓地に関する運営計画」においても、
広域連携の推進を掲げたいと考えていますが、
運営状況や老朽化への対応など火葬場を取り巻
く環境は自治体によって違いがあるため、どの
ように進めるかはこれからの検討課題だと考え
ています。本市としては、令和４年度から圏域
を構成する自治体と新たに意見交換の場を設け
るほか、連携に積極的な自治体と定期的に協議
を重ねるなど、連携を進めていきます。

A
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本市は、近隣11市町村と「さっぽろ連携
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ら、策定に向けて取り組んでいきます。
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があると考えますが、いかがですか。
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地下構造で建設されることとなりました。新型
コロナウイルス感染症対策のためにさまざまな
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民主市民連合

恩村　健太郎  議員

火葬場の広域連携

おん むら けん ろうた

Q
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しん ちょく

A
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